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マイナンバー法への対応

ＵＲＬ：http://takumilaw.com/



進んでいますか？
マイナンバー対応



昨今の振り込め詐欺増加の影響からか、個人情報の
開示に慎重になっている地主が、個人番号の提供を
拒否した場合はどうすればいいのか。また、地主に
マイナンバー制度の概要を説明できるパンフレット
・チラシはありますか。

Ｑ

個人の方と不動産取引を行い、支払調書を作成す
る際に、当該個人の個人番号を取得する必要があ
るが、その取得の具体的な良い方法をご教示下さ
い。

Ｑ

個人番号の提供に消極的であろう地主に対して、
どのように提供してもらうか？？



Ａ
書式集のような連絡文を作成し、依頼することが考
えられます。
また、マイナンバー制度の概要とともに、支払調書
への個人番号の記載が必要となることを十分に説明
し、協力を求めることとなります。

※もっとも、支払調書に個人番号の記載がなくとも、
税務署が当該書類を受け付けないということはありま
せん。

内閣官房社会保障改革担当室・内閣府大臣官房番号制度担当室に確認済







パンフレット等は、内閣官房社会保障改革
担当室・内閣府大臣官房番号制度担当室の
ＨＰにもアップされています。

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/kou
housiryoshu.html#business



マイナンバー制度ってどんな制度？

すべての国民に１２桁の番号（マイ
ナンバー）が付される

一人一人に
番号が与えられる

××○○
番



出典：『週刊ダイヤモンド』2015.7.18（株式会社ダイヤモンド社）
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11

雇用保険被保険
者

資格取得届

個人番号欄が新たに加わる

出典
厚生労働省ＨＰ
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健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届

出典
厚生労働省ＨＰ



13

出典：国税庁HP

源泉徴収票



税務署 健康保険組合

A社グループ

A社
A社・○支社

総務課

経理部人事部

ａ社

総務部

利用

提供

個人番号関係事務
実施者

個人番号利用事務
実施者

出向等



マンションの管理組合が個人に報酬を払っている場
合、マイナンバー制度の対象となりますか。

Ｑ

Ａ
管理組合であっても、清掃員を雇用した場合や報酬
を支払った場合には、当該個人から個人番号を取得
する必要があります。

税理士・弁護士
管理組合

給与の支払い

清掃員・管理員

報酬の支払い



管理組合も個人番号関係事務実施者にあたる

管理組合

理事役員 清掃員・管理員 税理士・弁護士

安全管理措置を
講じる必要がある。



管理組合は法人番号の指定を
受けることができるか？？

→法人番号の指定を受けることができる。

（法人税・消費税の申告納税義務又は給与等に係る所得税の源泉徴収義務を有す
ることとなる団体にあたる場合（マイナンバー法第５８条１項参照）

ＥＸ）●駐車場の外部貸し
●共用施設の外部貸し

管理組合

法人番号の提供



国税庁ＨＰ参照
https://www.nta.go.jp/mynumberinfo/FAQ/03houjinbangoukankei.htm

管理組合は法人番号の指定を
受けることができるか？？



Ｑ：ガイドラインの要求事項の実施は当社で
はとても無理です。ガイドラインは「法
律」ではないのですから遵守しなくても

違法にはなりませんよね？
Ａ：ガイドラインは３つの内容に分かれてお

り、以下のとおりとなります。

しなければならないこと

してはならないこと

するのが望ましいこと

従わなかった場合、
法令違反と判断され
る可能性がある

可能な限り対応す
ることが望ましい

Ｑ＆Ａ １頁参照



中小規模事業者への特例措置

ガイドラインでは、中小規模事業者に対し
て、特別なルールを設けている。

中小規模事業者とは？？

事業者のうち、従業員の数が１００人以下の事業者で
あって、個人番号利用事務実施者や個人情報取扱事
業者等ではないもの



安全管理措置の軽減措置対象の「中小規模事業者」
に該当するか否かの判断で、不動産業者は個人情報
の取扱いが５０００件を超えていなくても個人情報
取扱事業者に該当するかどうか教えて下さい。

該当する場合は、マイナンバー制度における中小規
模事業者としての軽減措置はないものととらえて問
題ないでしょうか？

Ｑ

Ｑ



Ａ不動産業者であっても、過去６ヶ月のいずれかの日
における個人情報の取扱いが５０００件を超える事
業者は個人情報取扱事業者となり、よって、「中小
規模事業者」に該当しないこととなります。

※不動産事業者の場合、物件情報も「個人情報」と
みなされるため、そのほとんどが、「個人情報取扱
事業者」となる。

個人情報取扱事業者に該当する場合、中小規模事業
者としての軽減措置はありません。

Ａ



５０００件要件の撤廃

→個人情報保護法の改正により、１件でも個人情報
を有する事業者は、個人情報取扱事業者になること
が予定されている。

「中小規模事業者」はなくなる？？

内閣官房社会保障改革担当室・内閣府大臣官房番号制度担当
室によれば、何らかの形で、中小企業に対する特例措置は残す
予定であるとのこと。



基本方針等を作成する

基本方針

特定個人情報
取扱規程

委託先との
委託契約書

委託先との
特定個人情報の取り
扱いに関する覚書例

確認書例

委託先の情報
管理に関する
確認書例



安全管理措置の実施

安全管理措置

組織的安全管理措置

人的安全管理措置

物理的安全管理措置

技術的安全管理措置

規程の中に盛り込む必要がある事項



漏洩の場合の刑事責任は？

第６８条
上記の者が、自己若しくは第三者の不正な
利益を図る目的で、個人番号を提供又は盗
用

第６９条
情報提供ネットワークシステム運営により
知り得た秘密の漏えい又は盗用（情報提供
ネットワークシステムの運営関連事務に従
事する者）

第７１条
職権を濫用し、特定個人情報が記録された
文書等を収集（国の機関等の職員）

第６７条
個人番号関係事務又は個人番号利用事務に
従事する者又は従事していた者が、正当な
理由なく、特定個人情報ファイルを提供

４年以下の懲役若しく
は２００万円以下の罰
金又はこれを併科

３年以下の懲役若しく
は１５０万円以下の罰
金又はこれを併科

３年以下の懲役若しく
は１５０万円以下の罰
金又はこれを併科

２年以下の懲役若しく
は１００万円以下の罰
金又はこれを併科



情報が漏れた際、損害賠償請求等への対応
は必要？

毎日新聞 平成２７年６月２０日
http://mainichi.jp/select/news/20150620k0000e
020272000c.html

保険による
流出補償



管理責任者が事務取扱担当者に教育・研修をした後
でなければ、事務取扱担当者は個人番号を取得して
はいけないのでしょうか。先に個人番号を取り扱わ
せ、後日研修を行うという流れは可能でしょうか。

Ｑ

Ａ 教育・研修を行う以前であっても、個人番号の取り
扱いを禁じられているわけではありません。
ただし、事務取扱担当者への教育・研修は、人的安
全管理措置として求められていることですので、適
宜、実施する必要があります。



個人番号の廃棄

個人番号の保管期間は？Ｑ

マイナンバー法に
規定された事務を
行う必要がなくな
った場合

関係法令で定めら
れている保存期間
が経過した場合

速やかに廃棄・削除しなければならない！

Ａ
＆



給与所得者の扶養控除等申告書
→７年

雇用保険の被保険者資格取得届
→４年



保管期限を書類に
明記

×年

各年度に廃棄すべき
書類を整理

２０××年廃棄予定

廃棄のタイミングを逃さないよう，
以下の処理を行うことも重要



個人番号の廃棄

• 廃棄の方法

①溶解処理

②シュレッダー

③データは復元できないように削除する

④媒体を物理的に破壊してもらう

→委託先に廃棄を頼むときは、証明書を発行しても
らう。

★個人番号部分を記載内容がわからない程度にマスキング
又は削除した上で保管を継続することは可能である。

紙

データ



原則として、紙媒体で個人番号を管理しようと考え
ておりますが、たまたま電子メールで個人番号を取
得してしまった場合、プリントアウト後、メールを
普通に削除すればいいのでしょうか。メールを削除
した記録の保存、通常とは異なるメール削除の方法
など、特別な措置を講じる必要はありますか。

Ｑ

Ａ メールデータは、復元できないように削除し、削除
記録を保存しておく必要があります。
具体的には、専用のデータ削除ソフトウェアを利用
するなどする必要があります。



無料削除ソフトの活用？

内閣官房社会保障改革担当室・内閣府大臣
官房番号制度担当室に確認済

事業者判断で使用も可能である。



特定個人情報をコピーした際、コピー機に
残る履歴の取扱いは？

削除する
必要があります。

キャノン株式会社のＨＰから抜粋

http://cweb.canon.jp/solution/biz/mynum/hard
ware.html

印刷後にコピ
ー機に残るイ
メージデータ
を消去する機
能も。



賃貸や売買等の不動産取引の現場で、今後マイナン
バー制度がどのように影響するのか教えて下さい。

Ｑ

Ａ
不動産取引

不動産所得

所得隠しの防止

行政による把握



取引先等から提供を受ける

• 以下の支払調書等には、個人番号又は法人番号の記
載が必要となるため、提供を受ける必要がある。

①報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書

（ｅｘ税理士、会計士、弁護士に対する報酬 の支払い）

②不動産の使用料等の支払調書

③不動産等の譲受けの対価の支払調書

不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支
払調書

④株主等に対する配当等の支払に関する支払調書等



本社から離れた支店や営業所でセミナーを行い、講
師に謝礼を支払う場合、どのようにマイナンバーを
取得すればいいのでしょうか。

①支店や営業者の事務取扱担当者が受け取り、速や
かに、事務取扱担当者に受け渡しを行う。
②講師に、直接、事務取扱担当者に郵送を行っても
らう。
等の方法が考えられます。

なお、郵送による場合には、配達記録が残るよう、
簡易書留等の利用をお願いすべきです。

Ｑ

Ａ

内閣官房社会保障改革担当室・内閣府大臣官房番号制度担当室に確認済



②不動産の使用料等の支払調書

• 会社が不動産を賃借し、使用料等を支払っている
場合

（※一定の場合のみ）

→賃借人は、賃貸人の個人番号（個人事業主の場
合）、法人番号を記載することが必要となる。

賃貸人 賃借人

賃貸

賃借人は、賃貸人の個
人番号又は法人番号を
支払調書に記載しなけ
ればならない。



不動産流通
事業会社

不動産流通事業とマイナンバー

地主 購入者・賃借人 管理組合



不動産流通
事業会社

不動産流通事業とマイナンバー

地主

地主との関係における
マイナンバー制度の留意点



賃貸住宅の賃借人から「支払っている家賃の支払調
書を税務署に提出するため、支払調書に賃貸人の氏
名、住所、個人番号の記載を求められた」場合、個
人番号を記載しなくてはいけないのでしょうか。

支払調書を作成する者は賃借人となります。
よって、賃借人は、賃貸人から、個人番号の提供
を受け、賃借人において支払調書に当該個人番号
を記載する必要があります。

賃貸人 賃借人

賃貸

賃借人は、賃貸人の個
人番号又は法人番号を
支払調書に記載しなけ
ればならない。

Ｑ

Ａ



不動産流通
事業会社

不動産流通事業とマイナンバー

地主 賃借人

不動産流通事業における
担当者の留意点



土地の仕入担当者や不動産の売買・仲介の営業など
の現場担当者が個人番号を取り扱うケースや、意図
せずに個人番号に触れてしまうケースについて教え
て下さい。

Ｑ

Ａ
土地の仕入担当者

不動産の売買の営業担当者

地主

土地の売却等

購入者は、地主等の個人番号（又は
法人番号）を支払調書に記載しなけ
ればならない。

購入者

①仕入担当者が、事務取扱担当者と
して、個人番号を受領するケース

②事務取扱担当者ではない仕入担当
者が、地主から個人番号を受領して
しまうケース



①仕入担当者が、事務取
扱担当者として、個人番
号を受領するケース

②事務取扱担当者ではな
い仕入担当者が、地主か
ら個人番号を受領してし
まうケース

許される。
※ただし、別に支払調書作成事務を
行う事務取扱担当者がいる場合には
速やかに当該事務取扱担当者に受け
渡さなければならない（ガイドライ
ン３０頁参照）

条件付きで
許される場合がある。



Ｑ１０－２ 事務取扱担当者には、特定個人情報等を取り扱う事務に従事する全ての者
が該当しますか。

Ａ１０－２ 事務取扱担当者は、一般的には、個人番号の取得から廃棄までの事務に従
事する全ての者が該当すると考えられます。

ただし、事務取扱担当者に該当するか否かを判断することも重要ですが、当該事務のリ
スクを適切に検討し、必要かつ適切な安全管理措置を講ずることが重要です。例えば、
担う役割に応じて、定期的に発生する事務や中心となる事務を担当する者に対して講
ずる安全管理措置と、書類を移送するなど補助的に一部の事務を行う者に対して講ず
る安全管理措置とが異なってくることは十分に考えられます。

なお、社内管理上、定期的に発生する事務や中心となる事務を担当する者のみを事務
取扱担当者と位置付けることも考えられますが、特定個人情報等の取扱いに関わる事
務フロー全体として漏れのない必要かつ適切な安全管理措置を講じていただくことが重
要です。（平成27年８月追加）

「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」及び「（別冊）金融業
務における特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン」 に関するＱ＆Ａ（平成
26年12月11日）（平成27年10月５日更新）



②事務取扱担当者ではない仕入担当者が、地主から個人番号を受領して
しまうケース

個人番号が封印された状態
で受領すること

受領後、速やかに、事務取
扱担当者に受け渡すこと

これらを条件に許される。

内閣官房社会保障改革担当室・内閣府大臣官房番号制度担当室に確認済



規程例



不動産の仲介の営業担当者

地主

土地の売却等

購入者
賃借人

仲介

購入者・賃借人は、地主等の個人番号
（又は法人番号）を支払調書に記載し
なければならない。

①営業担当者が、地主から、地主の個
人番号を購入者・賃借人に交付するよ
う依頼を受け、当該個人番号を受領し
てしまうケース

②営業担当者が、購入者・賃借人から
地主より地主の個人番号を取得してく
るように依頼を受け、当該個人番号を
受領してしまうケース

① ②



地主
購入者
賃借人

資産管理会社
サブリース会社

サブリース会社
を介させること

の提案

資産管理会社の
設立法人を間に挟むこと

によって、地主の個
人番号を購入者や賃
借人に対して、提供
しなくても済む。



サブリースの場合

地主

サブリース
会社

賃借人は、地主ではな
く、サブリース会社の
法人番号を支払調書に
記載すれば良いことと
なる。

購入者・賃借人



http://saitama.zennichi.or.jp/news/5390



賃貸管理会社が賃料を代行して受け取って
いるだけの場合

地主 賃借人

賃貸管理会社 賃貸人は地主であるため、地
主の個人番号を取得する必要
があることに注意が必要。

家賃の支払い

賃貸借契約

個人番号提供の依頼



不動産流通
事業会社

不動産流通事業とマイナンバー

購入者・賃借人

購入者・賃借人
との関係における
マイナンバー制度の留意点



Ｑ
仲介業を行う上で、買主が売主に対して支払調書を
発行する必要がある場合に、仲介業者が間に入って
個人番号の受け渡しを行うためには、誰とどのよう
な書面を交わすべきですか？ また、媒介契約書に
その条文を組み込むことも可能でしょうか。



個人番号の目的外取得の禁止

第１５条
何人も、第十九条各号のいずれかに該当して特定個人情報
の提供を受けることができる場合を除き、他人（…略…）
に対し、個人番号の提供を求めてはならない。

個人番号は、税と社会保障の目的以外で
取得してはならない。



①営業担当者が、地主から、
地主の個人番号を購入者・賃
借人に交付するよう依頼を受
け、当該個人番号を受領して
しまうケース

②営業担当者が、購入者・賃
借人から地主より地主の個人
番号を取得してくるように依
頼を受け、当該個人番号を受
領してしまうケース

いずれのケースにおいても、営業担当者は、地主から、
個人番号を受領することはできない。

この場合には…

購入者・賃借人との間で、個人番号の受領に関
する委託契約を締結すべき。
（媒介契約に盛り込むことも可能。）

但し、使者として、地主から封印後の個人番号を受領し
購入者・賃借人に対して、交付することは可能。

内閣官房社会保障改革担当室・内閣府大臣官房番号制度担当室に確認済



賃貸管理業務を行っておりますが、法人契約をして
いる会社から賃貸人の個人番号取得の依頼がありま
した。特定個人情報に当たり、当社としてはあまり
関わりたくないため、依頼のあった法人へ賃貸人の
連絡先を知らせ、直接法人から賃貸人に個人番号を
請求する形でよろしいでしょうか。

Ｑ



地主 賃借人

賃貸管理会社

地主の個人番号取得の
依頼

直接やりとりを行って
もらう？

個人番号取扱に関する
対価の要求も可能

個人番号の受領

個人番号を保持する上での
リスク回避に。



地主から個人番号を受け取らざるを得ない
ときは…

個人番号及び本人確認書類を地主に封印してもら
い、封印後の個人番号を開封せずに賃借人に交付
する。

取扱規程例



請負契約における個人番号の提供

• 施主が施工業者に対して、請負代金を支払う際に、
支払調書の作成は不要であるため、個人番号を取
得することにはならない。

不要



社会保険未加入問題対策となるか？

62

従業員が５人以上いるサービス業以外
の個人事業所や法人事業所が強制加入
となる。

厚生年金・健康保険

保険料は従業員と折半で負担することと
なる。



出典：『週刊ダイヤモンド』2015.7.18（株式会社ダイヤモンド社）
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源泉徴収票

国

企業

個人番号及び法人番号
が付されている。

行政において、社会
保険に未加入か否か
参照可能となる。

社会保険未加入問題対策となるか？





違法になりうるケース

会社 客

契約のために、本人確認を
しますので、身分を証明する
ものコピーさせてください。

はい！個人番号カードで
お願いします

個人番号の
目的外取得に！

業務上の手続（税金や保険の取扱い外）で、本人確認と
して、個人番号カードもらう



違法になりうるケース

会社 客

契約のために、本人確認
をしますので、身分を証
明するものをください

はい！個人番号カードで
お願いします

マイナンバーを取得してし
まうので、コピーにマスキン
グなどを施すべき



取引の際、本人確認として、個人番号カードを
利用しても良いか、または、利用しないように説
明した方が良いのか教えて下さい。

利用することはできる。

ただし、個人番号が記載
されている裏面のコピー
は行わず、表面のみをコ
ピーする。

Ｑ

Ａ

裏面はコピーしない！！

犯罪収益移転防止法における本人確認書類として
同様の方法で個人番号カードを利用することができる。



個人番号カードの裏面の写しの送付を受け
てしまった場合…

裏面の部分を復元できない
ようにして廃棄

個人番号部分を復元できな
い程度にマスキングを施し
た上で、当該写しを確認記

録に添付

貴団体宛国土交通省土地・建設
産業局不動産業課平成２７年１
２月１日付事務連絡



通知カードを本人確認に用いることはできますか。

利用することはできません。

Ｑ

Ａ

国民年金手帳を本人確認に用いることはできますか。

利用することはできますが、年金手帳の写しをとる
際には、当該写しの基礎年金番号部分を復元できな
い程度にマスキングを施した上で確認記録に添付す
るよう国土交通省土地・建設産業局不動産業課は求
めています。

Ｑ

Ａ

貴団体宛国土交通省土地・建設産業局不動産業課平
成２７年１２月１日付事務連絡



お客様より受け取った住民票の原本に個人番号が表
示されていた場合、マジック等で消した書類でも原
本として扱うことができますか。

Ｑ

Ａ個人番号が記載された住民票を受領することはでき
ません。
個人番号が記載されていないものを取得してもらう
よう、顧客に対して呼びかけることが重要です。
なお、個人番号部分をマジック等で消した住民票を
コピーしたものであれば、確認記録として扱うこと
は可能です。



名古屋市ＨＰより
http://www.city.nagoya.jp/shiminkeizai/page/0000074548.html



近畿県住宅供給公社の例



収入確認

賃貸管理会社

賃借人

源泉徴収票には個人番号が
記載されていることがある。

個人番号部分を復元できない程度
にマスキングを施した上で、当該
写しを確認記録に添付することは

可能

受領してしまった場合…



民間企業での活用

• 「施行後三年を目途として…検討を加え」(附則６条１
項)

 ２０１８年１０月を目途に、マイナンバー法の改正を検
討する。

• 「政府は、…民間における活用を視野に入れて…検討を
加え…」（附則６条６項）

今、民間活用に向けた準備をすることが不可欠



マイナンバー活用の提案
① 補助金等の申請

② スマートウェルネス住宅

③ サービス付き高齢者向け住宅

④ スマートハウス・スマートシティ

⑤ ロングライフデザイン住宅

⑥ 建築士など各種資格者の名簿管理



マイナンバー制度と医療①

出典：榎並利博「マイナンバー制度と企業の実務対応」（日本法令）



マイナンバー制度と医療②

出典：厚生労働省平成２４年度老人保健健康増進等事業
在宅医療と介護の連携のための情報システムの共通基盤のあり方に関する調査研究事業



最後に

今回は、ご静聴いただき、どうもありがとうございました。

弁護士法人匠総合法律事務所は、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡の５拠点体制を構
築致しました。

全国の住宅・建築・設計・不動産・土木の分野における最先端の各種法律問題を取り
扱う社会的意義の高い法律事務所として成長して参りたいと考えております。

今後とも、ご指導・ご鞭撻の程、どうぞよろしくお願い申し上げます。


